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平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 出 資 金事 業 名

予 算 額 １０５，０００千円 新 規新規・継続の別

１ 目 的

平成２０年度中に設立が予定されている地方公営企

業等金融機構に対し、地方公共団体が協調して出資

事 業 内 容

２ 出資額目 的

京都府分 １０５百万円対 象

地方公共団体出資額総額 １６６億円

方法等

３ スケジュール

平成２０年 ７月 地方公営企業等金融機構設立登記

平成２０年１０月 公営企業金融公庫解散、

機構業務開始

担当課・係名 財政課総務担当 課・係 電話番号 075-414-4415

総務－１



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 税 務 共 同 化 推 進 費

予 算 額 １９６，９６６千円 新規新規・継続の別

１ 目 的

府税及び市町村税に係る税業務の共同化により、適

正な課税と確実な徴収を進め、公平公正で効率的な、

府民・納税者に信頼される税務行政を確立する。

事業内容

目的 ２ 事業内容

対象

方法等 （１）広域連合準備組織への経費負担

府税及び市町村税に係る税業務を共同処理する広域

連合を設立するため、その準備組織の経費に対して負

担金を支出

（２）税務共同化支援システムの開発等

共同徴収支援システム・課税支援システムの開発、

機器導入等

（３）府電算システムの改修

税務共同化支援システムとのネットワーク連携に伴

う府電算システムの変更

担当課・係名 税務課税務執行体制改革担当 課・係電話番号 075-414-4497

総務－２



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

市町村未来づくり交付金事 業 名

予 算 額 ２，０００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目的

地方分権時代にふさわしい自立した市町村の未来づくりを支援

事 業 内 容 ２ 交付先

市町村、一部事務組合、市長会、町村会、広域市町村圏等協議会、

目 的 地域団体等

対 象

方 法 等

３ 交付対象事業

住民ニーズを踏まえ、自立的な地域づくりの推進や各種緊急

課題の解決を図る市町村等の重点事業

（１）市町村等計画及び府広域振興局地域振興計画に沿って実

施する創意工夫されたもの

（２）複数市町村又は府と市町村が連携 ･協力して実施するもの

（３）緊急に実施することが必要なもの

４ 特別支援枠の設定

概 要 支援枠

地域力再生推進枠 ○地域力再生に資する地域住民 ３億円

活動に対する支援

行財政改革支援枠 ○財政健全化法の施行等を踏ま １億円

え、財政基盤が脆弱な市町村

の行財政改革の取組を支援

担当課・係名 自治振興課・総務企画担当 課・係直通電話番号 075-414-4446

総務－３



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 （一部再掲）地域力再生プロジェクト推進費

予 算 額 ３１２，６００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

住民が互いの信頼と絆をもとに、協働して、地域社会が直面している

諸課題の解決に取り組んでいく力（＝地域力）の再生を通じて、安心・

安全で活力ある自立した社会づくりを推進する。

事業内容

２ 事業内容

目的

事 項 内 容 予算額対象

市町村未来づくり ○地域団体が行う地域力再生活動に直接 300,000千円方法等

交 付 金 ・ 地 域 力 支援 （再掲）

（市町村との協働により５億円の支援規模を予定 ）再生推進枠

地 域 力 再 生 中間支援組織の設立・活動支援、アド 6,900千円

○

プラットフォーム バイザーの育成・派遣、コミュニティ

の構築 サイトの構築により、地域力再生活動

を支援する枠組みを整備

地 域 力 再 生 地域力再生フォーラムやリレー塾、 5,700千円

○

コラボ博覧会の開 「京のチカラ・明日のチカラ」コンク

催 ール、評価大会を集中実施し、府内各

地域で取り組まれる地域力再生活動等

を「地域力再生コラボ博覧会」として

共同ＰＲ

担当課 ・係名 自治振興課 ・地域力再生担当 課 ・係 電話番号 075-414-4452

総務－４



平成２ ０年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

地域防災力充実事業費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継 続１ ３ ７ ， ２ ５ ０千円

１ 目 的

大規模災害等発生時に備えて、府内市町村の防災体制の強化を図

るため、地域防災の要である消防団や初期消火活動等を行う自主防

災組織等の活性化を図り、もって、地域における防災力の向上を推

進する。

２ 事業概要事 業 内 容

（１）地域防災力総合支援事業補助金

目 的 補助対象事業の内、消防団員確保促進事業について重点的に支援

することで、消防団員の減少を抑制し、消防団活動の活性化を図る。

対 象 また、自主防災組織についても、その育成事業について優先的に

支援することとする。

方法等

事 業 名 補 助 対 象 補助率

ポ スター１ ①消防団員確保 資格等取得経費 ､広報誌 ､

地域防災 促進事業 等ＰＲ活動に要する経費等

活動促進 ②自主防災組織 訓練等経費、ハザードマップ １／２

事業 育成事業 等作成費、自主防災組織連絡 以内

(ｿﾌﾄ) 協議会開催経費、合同研修の

経費等地域の防災リーダー養

成に要する経費 等

２ ①消防団・自主 消防ポンプ車、消防団活動

消防団等 防災組織等資機 服、自主防災組織等資機材

活動支援 材整備事業 等 １／３

総合整備 ②女性消防団 女性消防団 (隊 )活動服、軽可 以内

事業 (隊 )育成事業 搬式ポンプ 等

(ﾊｰﾄﾞ) ③消防団等環境 消防団拠点施設、アポロキャ

整備事業 ップ 等

補助対象者 市町村、一部事務組合 等

（２）消防団員激励事業

消防団員の奉仕的かつ献身的な活動に対し、その労苦に報いると

ともに団員の処遇改善に資するため、激励金を交付する。

（ 京都府消防協会が実施する事業に対して助成。）（財）

担当課 ・係名 電話番号 075-414-4468消防室 消防担当 課・係

総務－５



平成２ ０年度当初予算案主要事項説明
総務部：企画環境部 ：保健福祉部

原子力防災対策事業費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継 続２ ７ ２ ， ７ ９ ６千円

１ 趣 旨
原子力災害対策特別措置法の趣旨を踏まえ、適切な原子力防災対策

を推進する。

２ 事業概要

（千円 ）事 業 内 容 所 管 事 業 名 事 業 概 要 金額

原子力発電所 緊急時連絡網の管理運対 象

１ １ ６ ， ０ ５ ５緊急時安全対 営、防災活動資機材の整備

策事業 並びに原子力防災に関する方法等 総 務 部

普及啓発等（防災室）

原子力防災対 原子力発電所への立入検

１ ， ０ ０ ０策推進事業 査の実施等に伴う専門委員

の設置

原子力防災対 放射線の環境モニタリン企画環境部
１ ４ １ ， １ １ ３

（環境管理室 ） 策事業費 グ、測定機器等の整備

緊急被ばく医 緊急被ばく医療体制の充実
６ ， ８ ０ ０

療ネッ トワーク を図るため、緊急被ばく医療

調査研究事業 ネッ トワ ク調査検討会を開催
保健福祉部

ー
（ 医療室 ）

放射線測定機器及び設置原子力発電施

６ ， ７ ０ ３設等緊急時医 施設の維持管理等

療施設等運営費

原子力安全対策 緊急被ばく医療活動用資

１ ， １ ２ ５機器整備事業 機材の整備

２ ７ ２ ， ７ ９ ６計

075-414-4473担当課 ･係名 防災室 原子力等安全対策担当 課 ･係 ･電話番号

環境管理室 大気担当 075-414-4709

医療室 地域医療事業担当 075-414-4745

総務－６



平成２ ０年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

戦略的地震防災対策指針策定費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 新 規１ ０ ， ０ ０ ０千円

１ 目 的

活断層調査（１４年度～１６年度実施）や地震

被害想定調査（１７年度～１８年度実施）の成果

を踏まえ、減災につながる事項を体系的に分析整

理し、達成方法や数値目標を明らかにした戦略的事 業 内 容

な地震防災対策の基盤となるべき指針を策定し、

地震災害の減災対策を推進する。目 的

２ 内 容対 象

○地震防災対策に係る具体的な数値目標を示した「戦略的方法等

地震防災対策指針」の策定

（策定案）

被害軽減と拡大抑止に向けた防災力の現状把握

▲

減災目標の作成

▲

過去の災害対応状況を基に府における最適災害対応

▲

モデルを作成 等

防災室 防災担当 課・係 075-414-4475担当課 ・係名 電話番号

総務－７



平成２０年度当初予算案主要事項説明
総務部

防災リーダー人づくり事業費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継 続１，０００ 千円

１ 目 的

府内各地の地域防災力の向上に資するため、災害時に地域や企業等

における防災関係組織（自主防災組織等）の核となる防災リーダーを

育成する。

事 業 内 容

２ 内 容

防災に関する知識 ･技術を体系的 ･実践的に修得するための講座を開設目 的

（１）対象者対 象

自主防災組織のリーダー、企業の自衛消防隊のリーダー、

災害ボランティア、消防団ＯＢ、学生等方法等

（２）実施方法

○自主防災組織及び企業防災の取組等地域防災力向上に係る講座

（年間５回程度）

○防災関連用品の設置普及のための講座（年間２回程度）

○ボランティアセンター設置・運用研修等の開催（年間３回程度）

（京都府災害ボランティアセンターと連携して実施）

（３）定員

○各講座…各回５０名程度

○ボランティアセンター設置・運用研修…各回６０～１００名程度

防災室 防災担当 課・係 075-414-4474担当課・係名 電話番号

総務－８



平成２０年度 当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

継 続予 算 額 ３７，７００千円 新規 ･継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層促進

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日 (年 24回 )､ ◎親子関係支援センター事業

専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

文教課 幼稚園・専修学校担当 075-414-4517

課・係 電話番号担当課 ･係名

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581

総務－９



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

歴史的建造物等保存伝承事業費事 業 名

（社寺等文化資料保全補助金）

継 続予 算 額 ７５，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

府内の社寺等が所有又は管理する国・府では未指定で、学術上又

は文化的価値の高い文化資料の保全を図る。

事 業 内 容

また、歴史的な景観や民俗文化等の地域資源を活用し、地域の文

目的

対象 化の高揚や地域の活性化を図るとともに、観光需要の拡大や地域振

方法等

興の促進を図る。

２ 補助対象事業

① 文化資料の補修

美術工芸品の補修、建造物の修理

② 民俗文化資料の保全

有形の民俗文化資料の保全、無形の民俗文化資料の保全、

無形の民俗文化資料の映像記録等整備

③ 文化資料保存施設及び設備の整備

収蔵庫の設置、防災・防犯設備の整備又は保存施設の修理

④ 遺跡・名勝・天然記念物の保全

担当課・係名 文 教 課 宗教法人担当 課・係 電話番号 075-414-4522

総務－１０



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

祇園祭山鉾懸装品新調事業費補助金事 業 名

継 続予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

事 業 内 容 祇園祭山鉾懸装品のうち文化財的価値が高く、大型で貴重な

目的 前掛・胴掛・見送りなどの懸装品を退役保存するため、その代

対象

方法等 替として現代の意匠・染織技術の粋を集めた懸装品新調事業に

対して補助する。

２ 平成２０年度新調事業計画

新調点数 ５点（予定）

事業費総額 ３７，５００千円

補助率 ２／５

担当課・係名 文 教 課 宗教法人担当 課・係 電話番号 075-414-4522

総務－１１



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

私立学校教育振興補助金事業名

継続予算額 新規・継続の別19,399,498千円

１ 概 要
私立学校が京都府の学校教育において重要な役割を果たしていることを踏まえ、私

立学校の教育条件の維持・向上、保護者の教育費負担の軽減等を図る。

２ 本年度の特色

(1)経営改革推進支援（高等学校、幼稚園）

◇私立高校経営・再生支援事業の新設 5,000千円 (新規 )
学校教育法の改正により義務付けられた学校評価の実施を契機として、経営改革、

経営再生への具体的な取組を支援事業内容
◆ 私立高校経営改革連絡調整会議
◆ 私立高校経営改革・再生支援補助

◇経営基盤の強化に向けた取組を追加 20,000千円 (新規 )目的
教育指導力の向上にむけた学校組織運営の強化を通じ、各私立高校の経営基盤につ対象

いて重点支援する。方法等
（いじめ・中退防止・苦情等緊急時の対応）

▲

外部アドバイザーの活用
教職員へのメンタルヘルス対策

▲

◇私立幼稚園経営改善支援補助金の新設 3,000千円 (新規 )
経営状況について自己診断等を行った幼稚園に対し補助を行い、経営分析や経営改

善計画策定等の取組を促す。

(2)教育改革推進支援（高等学校）

（一部再掲）◇特色教育推進補助の補助項目の改善・拡充 583,000千円
府民ニーズに適切に対応した私学の特色の明確化・強化を推進。

上）

▲

地域教育力再生 （地域社会との相互交流事業、地域文化等体験事業、家庭教育力の向

（独自マニュアルの作成、防犯訓練、安全点検等）

▲

学校安全の推進
（再掲）

▲

いじめ等、児童・生徒の問題行動への対応

9,628千円 (新規 )(3) 私立学校施設 耐震診断調査費補助の創設
学校法人等が実施する耐震診断事業に要する経費の２／３を補助する。

３ 予算の内訳
区 分 予算額（千円）

高 等 学 校 運 営 費 補 助 等 9,800,668
中 学 校 運 営 費 補 助 2,460,499
小 学 校 運 営 費 補 助 1,128,519
幼 稚 園 運 営 費 補 助 等 5,315,040

86,501専修・各種学校教育振興補助等
私 学 関 係 団 体 補 助 608,271

計 19,399,498

文教課 幼稚園・専修学校担当
小・中・高校担当 課・係 電話番号 075-414-4517,4518担当課・係名
経営・教育支援担当

総務－１２



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

京都府公立大学法人運営費交付金事 業 名

京都府公立大学法人施設設備整備資金貸付金

予 算 額 新規・継続の別 新 規１１，２１３，１５１千円

１ 趣 旨

京都府立医科大学及び京都府立大学について、府立の

大学として 、自主 ・自律した運営が行えるよう支援するとと

もに、中期計画期間に合わせた収支見通しを立て、持続可

能な大学 ・病院運営を促す。

事業内容

２ 内 容

京都府立医科大学及び京都府立大学を設置 ・運営する目 的

ため、平成 20年 ４月に設立される京都府公立大学法人に

対し、その運営に必要な経費として 、運営費交付金等を措対 象

置する。

方 法 等

・ 京都府公立大学法人運営費交付金 千円９，８ ７ ６ ， １ ５ １

・ 京都府公立大学法人施設設備整備資金貸付金 千円１，３ ３ ７ ， ０ ０ ０

担当課 ･係名 府大学改革推進室 課・係 電話番号 414-4524
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平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

外来診療棟等（第１期）建設事業費事 業 名

新規・継続の別 継続予 算 額 １，１９５，８２４ 千円

１ 趣 旨

京都府の医療拠点として府民医療に一層貢献できるよ

う、外来診療棟を中心とする第１期の整備

事業内容

２ 整備概要目 的

対 象

方法等 全体内容 外来診療棟、臨床医学学舎の新築等

△

面積 ３４，８５０㎡（地上８階、地下１階）

工期 平成２２年度完了予定

第１期建設年度 平成１８年度～平成２０年度

△

主な機能等（府民本位の３つの視点）

△

○府民にやさしい大学病院

小児医療センター

予防医学センター

急性期リハビリテーション拠点

地域医療支援拠点

患者にやさしい新外来棟

○環境に配慮した施設

○危機に強く、支えとなる建物

担当課・係名 京都府立医科大学庶務課企画情報係 課・係 電話番号 075-251-5208

総務 － １４



平成２０年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

府立の大学総合教育・研究交流拠点施設機能連携検討費事 業 名

予 算 額 新規 ･継続の別 新 規１，０００千円

１ 趣 旨

平成１９年度策定の「府立の大学総合教育・研究交流

拠点施設基本計画」を踏まえた施設整備を図るため、周

辺の府立施設との機能連携について必要な検討を行う。

事 業 内 容

２ 内 容

①総合資料館との機能連携目 的

総合資料館の新たな施設整備との連携

対 象

②植物園との機能連携

方 法 等

③職員研修・研究支援センターとの機能連携

担当課・係名 府大学改革推進室 課・係 電話番号 414-4524
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